

















倉敷労働科学研究所も大原社会問題研究所同様，東京に移転し，昭和 16 年（1941 年）10 月，大日
本産業報国会に統合された。戦後，昭和 20 年（1945 年）9 月，大日本産業報国会解散にともない
労働科学研究所も解散となり，同年 11 月，文部省所管の財団法人労働科学研究所として再建され
ている。この後，資金不足から経営難となったが，森戸の尽力により，昭和 26 年（1951 年）に施
行された「民間学術研究機関助成に関する法律」の適用をうけ，国庫補助金をうけて経営が安定
し（１），文部科学省所管の学術研究法人として存続した。労働科学及び労働科学研究所の存在は，自














和図書 2,942 点，洋図書 3,127 点，パンフレット 1,712 点，和雑誌 93 種，
洋雑誌 52 種など
横浜市史編集室 図書など 1,087 点，雑誌 1,774 点
広島修道大学 和図書 580 点，洋図書 300 点
日本女子大学 洋図書 45 点，洋雑誌 l 種
獨協大学 洋図書 22 点，洋雑誌 2 種
国立国会図書館 和図書 134 点
法政大学大原社会問題研究所 約 100 冊
労働科学研究所
和図書 596 点，洋図書 178 点，和雑誌 120 種，洋雑誌 15 種，パンフレット
141 点など
富士政治大学校 和図書 933 点，和雑誌 10 種など
文書 広島大学文書館
広島大学旧蔵文書 13,655 点，森戸冨仁子寄贈文書 8,714 点，檜山家文書
143 点
横浜市史編集室 森本松也寄贈文書 11,192 点
法政大学大原社会問題研究所 櫛田民蔵書簡 80 通，久留間鮫造書簡 21 通
ふくやま美術館 日記等
遺品等 広島大学文書館 書簡，写真，テープ等


























































（４）　森戸辰男（1938）「知的動員と知識階級」『中央公論』第 53 巻第 11 号以降，同（1939）「戦争と文化」『改造』















































問題・社会政策」には，大正 9 年（1920 年）秋，森戸事件で収監前の森戸が，提案した労働者等
を対象とする大原社会問題研究所の社会問題研究読書会が開かれ，東京神田の基督教青年同盟会館







（９）　Yasaka Takagi・Shigeharu Matsumoto・Yoichi Maeda・Kiyoko Takeda・Makoto Saito・Yoshihiko Kobayash
（1972）“The Works of Inazo Nitobe Volume 1-5” University of Tokyo Press.




























16 年，栗田書店），『労働の価格・人間の価値』（昭和 17 年，栗田書店）を翻訳し，生産力増強に
資した科学的管理法・テイラーシステムの紹介者でもあった（１４）。女子労働についての実証研究につ
いても，大正 8 年（1919 年）より明らかにしており（１５），それは，『大原社会問題研究所雑誌』でも，


























間期日本の社会研究センター』柏書房，89 － 124 頁。
（１８）　森戸辰男（1933）「我が国社会主義史への瞥見（一）」『大原社会問題研究所雑誌』第 10 巻第 3 号。森戸辰男
（1936）「新興大衆運動における基督教的勢力の復興」『大原社会問題研究所雑誌』第 3 巻第 2 号。
